
令和 2 年 10 月

令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

計 画 給 水 人 口 20,300

現 在 給 水 人 口 19,843法適（ 全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

全部適用

㎥／日

令和元年１０月１日

水 源

団 体 名 :

事 業 名 :

有 収 水 量 密 度

大井上水道企業団

大井上水道企業団水道事業

計 画 期 間 :

16

～

管 路 延 ⾧

0.79

供 用 開 始 年 月 日 昭和23年6月16日

79.8

別添１－1

策 定 日 :

大井上水道企業団　水道事業経営戦略

施 設 数

　　　　料金表

■料金体系は次のとおり
①　二部料金制（基本料金と従量料金から構成されている）
②　口径別料金体系（メータ口径により、基本料金等に違いがある）
③　均一型従量料金制（メータ口径に係らず、従量料金は均一）

■資産維持費相当額の算定　　　無

■算定の方法
施設更新計画や将来財政計画を基礎として、資金収支方式により算定した。
将来の必要資金を見積り、改定後５年間は、内部留保資金設定額（概ね2億円～2億5,000万円）を下回らないよう算定している。

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数
225

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率

配水池設置数

5

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 10,840

事業の現況

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析 　　　別紙、「経営比較分析表」のとおり

これまでの主な経営健全化の取組
S23 大井上水道企業団　創設
　　　　　　　　　計画給水人口20,000人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量2,540㎥
S41　第一期拡張事業
　　　　　　　　　計画給水人口20,000人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量5,000㎥
S43　第１期拡張変更事業
　　　　　　　　　計画給水人口11,800人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量3,550㎥
S44　第２期拡張事業（牧之原市旧相良町大部分を分離）
　　　　　　　　　計画給水人口13,000人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量7,500㎥
S52　第３期拡張事業（五和・釜谷簡易水道を上水道統合）
　　　　　　　　　計画給水人口18,500人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量12,200㎥
S55　第４期拡張事業
　　　　　　　　　計画給水人口19,500人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量15,700㎥
H 3　　　　第５期拡張事業
　　　　　　　　　計画給水人口22,140人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量18,200㎥
H10　料金改定
H12　第５期拡張変更事業（大代地区一部を上水道へ編入）
　　　　　　　　　計画給水人口22,140人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量18,200㎥
H19　第６期変更事業（水源地新設）
　　　　　　　　　計画給水人口21,700人
　　　　　　　　　計画一日最大給水量12,700㎥
H27　認可軽微な変更（給水区域一部変更）
R １  料金改定（用途別体系➡口径別体系）

組織体制表

■取り組みの事例

①上水道未加入者への加入促進

10 人

6,085 万円

▲ 15.7

１人あたり人件費

（法定福利費含む）
722 万円 655 万円 687 万円 609 万円

2,463 Kw

4,572 万円

※電力料金は電力会社単価（特に燃料調整費）の増減により動力費用の増減が大きい。

電力使用量 2,317 Kw 2,351 Kw 2,297 Kw

電力料金 3,647 万円 3,912 万円 3,786 万円

⑤動力費の削減（運転方法の見直し、契約方法の見直し等による）      税抜き
2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

2014

(H26)

※施工困難な場合は、経済性を考慮し、発注をおこなっている。

量水器取替業務 132 万円 1 万円 0 万円 1 万円

削減率 - ▲ 99.7 ▲ 100.0 ▲ 99.7

2002

(H14)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

漏水調査業務 180 万円 0 万円 0 万円 0 万円

79 件

546 万円

▲ 53.5

修理件数

（送配水管修繕費）
179 件 91 件 65 件

④委託料の削減（漏水調査、量水器取替、構内整備の職員実施による）    税抜き

修理費用

（送配水管修繕費）
1,174 万円 707 万円 598 万円

削減率 - ▲ 39.8 ▲ 49.1

※削減率は水圧調整前2009年を基礎として算出

③修繕費の削減（水圧調整等による管路破損抑制によるもの）        税抜き
2009

(H21)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

※削減率は2009年を基礎として算出

職員数

人件費

（法定福利費含む）

削減率

2009

(H21)

2017

(H29)

2018

(H30)

10 人 10 人 10 人

7,220 万円 6,547 万円 6,873 万円

- ▲ 9.3 ▲ 4.8

 当企業団の給水区域では、地下水が豊富な平野部を中心に飲料水等に井戸水を使用
 する世帯も多く（世帯の約10％）給水収益向上のため、管路更新に合わせた、該当
 地区未加入者の加入促進をおこなっている。

②職員人員管理により経費見直し
2019

(R1)
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

水需要予測
■使用者を以下の項目に分類し、それぞれの特徴に基づき、将来使用水量を設定する。
①生活用
②業務営業用
③工場用
④官公署用
■設定の具体的方法
①生活用　　　➡　給水人口の予測　✕　生活用１人１日の使用水量ℓ（過去１０年の使用水量を基礎として設定。　下記表１のとおり）✕　年間日数
②業務営業用➡　業務営業用１日の使用水量（（過去１０年の使用水量を基礎として設定。　下記表２のとおり）✕　年間日数　＋　新規建設２施設（KADODE等）
③工場用　　　➡　工場用１日の使用水量（（過去１０年の使用水量を基礎として設定。　下記表３のとおり）✕　年間日数
④官公署用 　➡　１日の使用水量予測（過去実績に基づく相関係数により算出。下記表４のとおり）　✕　年間日数
■水需要予測（全体）
それぞれの予測水量の合計とする。

水需要の予測

給水人口予測

■当企業団給水人口予測
当企業団給水人口予測にあっては、近年の給水人口増減数結果を用いて、給水人口を推測する。
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（３）料金収入の見通し

■以下の項目により料金収入の見通しを推計する。
①　年間使用水量予測
②　見込み供給単価　※供給単価とは、有収水量（料金収入になった水量）１㎥あたりについての収益（円）。給水収益／年間総有収水量
③　2028（R10)年度　10％の料金改定見込みを設定
■具体的算出方法
①年間使用水量（㎥）＝　（２）水需要の予測　より
②年間給水料金（円）＝　　年間使用水量（㎥）　✕　見込み供給単価（税抜き）※↓表に設定

料金収入の見込み

2019
2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

年間使用水量 - 2,443,985 ㎥ 2,486,551 ㎥ 2,535,610 ㎥ 2,527,634 ㎥ 2,509,875 ㎥ 2,497,056 ㎥ 2,484,243 ㎥ 2,476,815 ㎥ 2,458,724 ㎥ 2,445,934 ㎥ 2,433,150 ㎥

供給単価 117.9 円 125.4 円 125.6 円 125.7 円 125.8 円 125.8 円 125.9 円 125.9 円 125.8 円 138.5 円 138.5 円 138.5 円

年間給水料金見込み - 306,549,061 円 312,335,667 円 318,700,761 円 318,026,881 円 315,842,704 円 314,279,412 円 312,691,685 円 311,682,358 円 340,410,366 円 338,663,979 円 336,894,016 円

※供給単価の基準年2019.10/1料金改定のため、2019年度3月分１調定により供給単価設定をおこなう。
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

安心安全な水道を安定的に供給する。
経営面においては、安定的な経営をおこなっていく。
財政計画、更新計画との結果を毎年度比較検証し、概ね５年経過時点で、計画の見直し作業をおこなっていく予定である。
料金収入の考え方、企業債残高管理、資金残高管理に努めていく。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

技術継承には、数年～数十年と時間がかかることから、概ね５人～６人の技術系職員と４名程度の事務職員を維持し、今後増加する施設更新、管路更新
財政健全化へ対応していく予定である。
職員定数の75％の定員であるが、技術系・事務系に係らず全職員が経営の知識を持ち且つ緊急時の対応ができる体制を目指す。

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　:　 別　紙　の　と　お　り

●施設更新（水源・送水施設・配水施設）計画

●管路更新計画

■管種別更新年数について

●設備更新計画

200 万円

650 万円

6,800 万円

1,100 m

10,000 万円

2,000 m

2030

(R12)

2030

(R12)

2030

(R12)

2027

(R9)

2028

(R10)

2029

(R11)
項目 事業費

2020

(R2)

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

32,500 万円 5,500 万円 12,000 万円下坂配水池

2024

(R6)

2025

(R7)

2026

(R8)

1,800 万円

15,000 万円

4,470 m 620 m 100 m 150 m

2027

(R9)

2028

(R10)

2029

(R11)

2025

(R7)

2026

(R8)

650 m 2,800 m 150 m

4,500 万円 18,000 万円 5,000 万円

2021

(R3)
項目

事業費

更新距離

2020

(R2)

神谷城配水池

1,000 万円

300 万円 1,500 万円

10,320 m 1,030 m 1,520 m 1,000 m

配水管

老朽化対策事業

33,420 万円 3,920 万円 1,000 万円

管種別 法定耐用年数 採用更新年数

800 m

畑無配水池 310 万円 310 万円

1,600 m 1,000 m 1,620 m 650 m

10,000 万円 8,000 万円 10,000 万円 5,500 万円 5,000 万円配水管

地震対策事業

75,980 万円

鋼管 40 年 60 年

また、更新基準については、厚生労働省公表の「更新基準のダクタイル鋳鉄管（耐震管以外） 40 年 60 年

更新基準を設定した。耐震性ダクタイル鋳鉄管 40 年 70 年

ステンレス鋼管 40 年 60 年

ポリエチレン管 40 年 60 年

2025

(R7)

2026

(R8)

2027

(R9)
項目 事業費

2020

(R2)

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

2024

(R6)

ビニル管 40 年 40 年

番生寺水源

紫外線導入
6,750 万円 650 万円 6,100 万円

消石灰注入設備 10,000 万円

各井戸浚渫 450 万円 450 万円

その他機械等 7,150 万円 650 万円 650 万円 650 万円 650 万円 650 万円

車両購入 2,260 万円 1,500 万円 160 万円

650 万円 650 万円 650 万円 650 万円 650 万円

3,000 万円 3,000 万円 4,000 万円

200 万円 200 万円

2029

(R11)

なお、土質条件等布設環境が悪く劣化が進行している場合は

更新基準に満たない場合でも更新をおこなう。

設定例」を参考におこなっている。

更新年数は、法定耐用年数によらず、実績使用年数に基づき

5,300 万円 8,000 万円

1,000 万円 5,000 万円

200 m 1,000 m

五和第2水源地

紫外線導入
7,000 万円 7,000 万円

送水管

老朽化対策事業

11,000 万円 2,000 万円 1,000 万円 5,000 万円 2,000 万円

2028

(R10)

1,000 万円 1,000 万円

2022

(R4)

2023

(R5)

2024

(R6)

300 万円 10,000 万円

五和第2水源地 2,500 万円 500 万円 2,000 万円

下坂水源地 10,300 万円

1,000 万円

600 m 50 m 20 m 400 m 110 m 20 m

2,500 万円 500 万円 2,000 万円

6,110 m 710 m 200 m 200 m 600 m 200 m 600 m 200 m 200 m

配水管整備

道路関連工事

32,310 万円 5,310 万円 1,000 万円 1,000 万円 3,000 万円 1,000 万円 3,000 万円

猪土居ポンプ所

牧之原配水池補強 1,000 万円 1,000 万円

6,880 万円 10,500 万円
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明　　詳細は、別添「収益的収支表」記載あり

目 標

詳細は、別添「投資・財源について」に記載あり
■資金確保
①資金残高は投資可能な資金（内部留保資金）として2億円～2.5億円を下回らないこと。
②企業債年度末残高は、給水人口１人あたり30,000円を上限とし世代間公平性に努める。
③毎年度財政計画予定と結果の比較検証をおこない、必要に応じて料金改定審議へとつなげる。
概ねの基準は、上記①の資金基準、利益水準を基礎とし、将来５年間にわたり、基準を下回らないことを基本とする。
■収支管理
①加入促進、業務の見直しを通じ、収支管理に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

■考え方
①水道料金算定期間は５年程度。
財政計画に対する比較検証を毎年度おこなう予定であり、それに伴う将来シミュレーションの軽微な見直しをおこなう。
将来シミュレーションにおいて、当期純利益より、⾧期前受金戻入を引いた値が、1,000万円を下回った年度に料金改定の想定をおこなう。
②資金残高管理値を設定。資本投資可能額として下限2億～2.5億と設定（災害時等において、水道料金収入が見込めない中において、想定される施設復旧、管路復旧が
おこなえる金額を想定）
③企業債残高の管理値を設定。給水人口１人あたり30,000円を超えない範囲を企業債残高とする。
例）R1年度末　給水人口　19,800人　✕　30,000円 =　企業債の保有上限　５億９４００万円　以内　【R1年度末企業債残高２億６０００万円】
④遊休資産の有効活用について、売却も含め検討をおこなう。

人件費

■これまで
１．事業概要（２）これまでの主な経営健全化の取組に記載のあるとおり、人員管理による人件費抑制に努めた。
■これから
２．将来の事業環境（４）組織の見直しに記載のあるとおり、職員確保を予定している。
また修繕費、委託費、その他経費等総合的な経費抑制に努めるため、係間の定期的な職員異動をおこない、職員１
人１人が経営の知識を持ち、事務職員にあっても緊急時の現場作業ができるよう鋭意努力していくことで、人件費抑制
に繋げていけるものと考えている。

修繕費

■これまで
１．事業概要（２）これまでの主な経営健全化の取組に記載のあるとおり、修繕抑制に努めてきた。
■これから
老朽施設、老朽管路の現状把握を確実にしていくことで、効果的な建設（改良）工事と必要に応じおこなう部分的
な修繕工事の判断に繋げ、費用対効果の高い投資に努めていく。

委託料

■これまで
１．事業概要（２）これまでの主な経営健全化の取組に記載のあるとおり、委託料抑制に努めてきた。
■これから
職員でおこなえること、委託が必要なことを判断し必要に応じ発注をおこなっていく。
また、自前（職員）でおこなうことによるノウハウや知識向上により、各種経費の抑制に繋げられると考えている。

動力費

■これまで
１．事業概要（２）これまでの主な経営健全化の取組のとおりである。
■これから
取水、送水係る動力は必要になるものであるが、社会情勢や水需要の変化に合わせた効率的運転を模索しながら動
力費削減に努める。

その他

ニーズの高いサービスに対応するために、今後費用の上昇がやむを得ない場合がある。

現在の業務においても、多角的な視点から費用抑制に繋げられるものを抽出検討し、効果的なものを実
行していく。
現在実施中のものとしては、納付書（はがきタイプ）から請求方法変更による関連経費の削減に努めて
いる。（目標:１請求回あたり600件➡400件へ削減。年間30万円程度の関連経費削減を目指す）
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

現在活用はおこなっていない。
日本水道協会が公表する先進事例を参考とする。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

そ の 他 の 取 組
委託によるリスクと効果の検討
業務のマニュアル化

構成市である、島田市・牧之原市と連絡を取り合い、県主導の研究会、検討会、シミュレーション等の資料や指導に基づき、
ソフト面、ハード面の両面で検討していく。

広 域 化

すべての施設・管路については更新時にスペックダウン、ダウンサイジングの可能性を検討する。
さらに、必要に応じて施設や管路の廃止、一部廃止についても検討し、更新量の削減に取り組む。
また、更新時期においても、法定耐用年数によらない、過去実績等を考慮し適正な時期に適正な施設・管路・設備に更新ができるよう判
断していく。

民間の資金・ノウハウ等の 活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）
ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の ⾧ 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）
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②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

財政計画を基本とし計画と結果（事業進捗状況、財政状態等）について、毎年度検証をおこなう。
また、検証の結果を考慮し、事業計画及び予算へ反映をおこなう。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

企業債残高は、給水人口１人あたり　３０，０００円以内　とする。
※世代間公平性の観点から

-

■水道料金収入増加の要因
①賑わい交流拠点（KADODE　OOIGAWA）　R2年11月開業予定（左図）
②東名高速道路相良牧之原IC北側開発事業（右図）
③堤間工業用地整備事業（島田市）

■水道料金収入減少の要因
①人口の減少
②節水器具普及による使用水量の減少　が水道事業全体の課題である。

繰 入 金

そ の 他 の 取 組 -

企 業 債

遊休資産の売却や施設利用料についても検討をおこなう。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

■対策及び今後の方針
　使用年数が長い水道施設、昭和40年代～昭和60年
代に布設された老朽管の更新期が到来することや、
近年増加する自然災害に対応した水道施設の整備が
求められることから、資金確保が重要な課題とな
る。
　建設事業、更新事業にあってはアセットマネジメ
ント、財政計画を基本とした事業運営をし、必要に
応じ計画の見直しを行い効果的効率的に進める。
　経営基盤の安定を図るため、5年程度で料金算定
を行う。
　水道事業の経営基盤の充実とともに、他の水道事
業体との連携を強化していくこととする。
　水道事業においては現在、広域化や施設の統廃合
を含む経営形態の見直しの必要性が高まっているこ
とから、静岡県を主導として適宜、適切な経営形態
のあり方について継続的検討をおこなっている。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は単年度収支が黒字を示す100％を
超えている。
　累積欠損比率は0％であり、経営の健全性に課題
はないと言える。
　流動比率は982％であり、短期的な債務に対する
不安はない（支払い能力は高い）。
　企業債残高対給水収益比率は低く、概ね年間給水
収益の85％程度である。

■評価・分析
　給水人口1人当たりの企業債残高は13,000円と財
政計画において基準とした給水人口1人あたり
30,000円以内に収まっていることから、公平性が保
たれていると判断している。
　計画的な施設・管路更新をおこなってきたことか
ら、緊急かつ巨額な費用を必要とする施設・管路の
更新はなく、現在の水道料金算定は当分の間維持さ
れるものと思われる。
　給水原価については、コスト管理が高く、収益に
見合うコスト管理をおこなっていることから、類似
団体と比べて大きく安価であると言える。
■今後の方針
　財政計画を柱として、毎年決算値による分析（当
初計画との乖離分析等）、計画と結果の乖離を考慮
した予算反映を進め、将来更新需要に対応した、経
営基盤の確保に努める。
　また、概ね5年程度で料金算定をし、将来収支見
通しを評価していく。

2. 老朽化の状況について

　当企業団は、昭和23年に発足し、72年が経過した
水道事業を行う企業団である。
　水源地（建屋含む）は古いもので昭和43年（建設
より52年経過）の施設が現有する。
　主要な送水施設（建屋含む）のうち、古いもので
昭和54年（建設より41年経過）の施設が現有する。
　主要な配水池のうち、古いもので昭和43年（建設
より52年経過）の施設が現有する。
　水道管路については古いもので昭和24年（布設よ
り71年経過）、の管路が現有している。
■対策
　これら施設について、アセットマネジメントに基
づき、計画的な更新を進めていく。
■今後の方針
アセットマネジメントにおいて管種ごと使用年数を
40年～75年と定め、管路の廃止、可能な限りダウン
サイズを図りながら、管路更新を進める。

2. 老朽化の状況

－

- 89.17 93.63 2,514 19,843 32.42 612.06 【】

- - ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 その他 -

経営比較分析表（令和元年度決算）
静岡県　大井上水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.55 0.51 0.63 1.19 0.59

平均値 0.99 0.71 0.54 0.50 0.52

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 109.00 113.23 110.97 106.63 109.92

平均値 111.21 111.71 110.05 108.87 108.61

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 44.76 46.14 47.14 48.08

平均値 47.46 48.49 48.05 48.87 49.92

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 11.90 11.44 12.62 11.50 12.24

平均値 9.71 12.79 13.39 14.85 16.88

①経常収支比率(％) 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 1.93 1.72 2.64 3.16 3.59

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 940.57 1,304.78 1,739.89 655.04 982.08

平均値 391.54 384.34 359.47 369.69 379.08

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 121.67 113.53 104.85 96.77 86.98

平均値 386.97 380.58 401.79 402.99 398.98

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 108.76 113.33 110.62 105.76 109.68

平均値 101.72 102.38 100.12 98.66 98.64

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 104.96 100.69 103.21 107.96 107.48

平均値 168.20 168.67 174.97 178.59 178.92

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 69.84 81.44 81.95 82.40 79.79

平均値 54.77 54.92 55.63 55.03 55.14

77.00

78.00

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 79.55 80.39 80.38 79.90 81.04

平均値 82.89 82.66 82.04 81.90 81.39

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】 

【89.80】 【60.00】 【168.38】 【103.24】 

【49.59】 【19.44】 【0.68】 


